
 

 

地球環境局○○課 

 

１．事業の概要 

○自主参加型国内排出量取引制度第３期～第５期を運営するとともに、排出

量モニタリング・検証システムを一層効率化するための方法論改善と組織的な

検証能力の向上と検証人の人材育成を図る。これにより、2008 年の秋から開

始する排出量取引の国内統合市場の試行的実施及び、将来の本格的な参加

義務型排出量取引制度の導入に備える。 

○義務型の国内排出量取引制度について、制度案及び諸論点の検討、経済影

響分析、海外の制度の情報収集・分析、海外への情報発信等を行う。 

 

２．事業計画 

○試行的実施については、2008 年９月中に設計を行い、１０月中に開始する。 

○自主参加型国内排出量取引制度については、第３期の排出削減実施年度排

出量検証及び排出枠償却、第４期の排出削減実施と排出枠の取引、第５期

の設備整備と基準年排出量の検証を行う。なお、試行的実施の開始を踏ま

え、第５期においては、中小企業における対策の推進を主眼とする。 

 

３．施策の効果 

○ＣＯ２に取引価格を付け、市場メカニズムをフルに活用し、技術開発や削

減努力を誘導していく。また、試行的実施の経験を活かしながら、本格導

入する場合に必要となる条件、制度設計上の課題などを明らかにする。 

○自主参加型国内排出量取引制度により、費用対効率に優れた形で確実な排

出削減を実現する。 

 

国内排出量取引推進事業（エネ特会）      ２，５００百万円 ( ２５０百万円)



排出量取引の国内統合市場の試行的実施について

制度のポイント

• 大企業、中小企業問わず、あらゆる業種の企業等様々な主体が、実効性のある排出削減を行うための様々なメニューを用意。

• 国内統合市場として、様々な排出枠・クレジットが目標達成のために活用可能とする。

• 来年初頭（１～３月）及び2009年秋頃にフォローアップを行う。

国内統合市場

自主行動計画への反映等を通じて京都議定書目標達成に
貢献
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進める。目標達成のためには、排出枠・クレジットが取引可能。

排出総量目標、原単位目標など様々なオプションが選択可能で
あり、多くの企業の参加を得て日本型モデルを検討。
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CO2排出削減設備に対する
設備補助（2008年度）

一定量の排出削減の約束
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自主参加型国内排出量取引制度（ＪＶＥＴＳ）について

環境省

【２．実績】
○これまでに、のべ222社が参加。
○第２期（2006年度）参加者は2007年度の１年間で、基準年度排出量の25%に相当する280,192t‐CO2を削減。
削減予測量（基準年度排出量の19%に相当）を大幅に上回った。
○第２期の取引件数は51件、取引量合計は54,643t‐CO2、取引平均価格は概ね1,250円/t‐CO2であった。
○排出量のモニタリング・報告・検証のためのガイドライン、排出枠管理のための登録簿システム、排出
量管理システム等、制度運用に不可欠なインフラを整備。

【１．制度の概要】
○環境省が2005年度から開始。
○CO2排出削減設備に対する設備補助、一定量の排出削減の約束、排出枠の取引により、積極的にCO2排出
削減に取り組もうとする事業者を支援し、確実かつ費用対効果に優れた形で削減を実現するもの。
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